














































































































成 27 年 12 月 21 日に出された中央教育審議会答申では、「人材の育成」や「社会人の学び直し」等







































































































































































































































































２）国民の可処分所得は、2001 年と 2018 年で比較すると、名目の上昇分を除くと実質的に低下している。つ
まり、実際に消費に回すことができる所得が低迷ないし低下しているのである。同時に、消費項目の中では
スマホに象徴される通信費が絶対的に増大している。このことは後に述べる文化的要求や教育学習活動に充
てることができる部分が減少している、ということに結び付く。
３）『文部科学省委託調査　平成 29 年度　開かれた大学づくりに関する調査研究　調査報告書』（株式会社リ
ベルタス・コンサルティング、2018 年）を参照されたい。
４）オーストラリアにおける「大学開放」については、拙稿「オーストラリアにおける大学開放の動向」（出
相泰裕編著『大学開放論』、第７章第３節、大学教育出版、2014 年）を参照されたい。
